
申請者氏名               

交付申請書類チェックリスト 

(家庭用燃料電池システム・定置用リチウムイオン蓄電システム・窓の断熱改修・V2H 充放電設備) 

 提出書類 
チェック欄 

申請者 市 

① 
富里市住宅用設備等脱炭素化促進事業補助金交付申請書(第１号様式) 

※申請書の電話番号は、日中連絡がとれる番号を記載すること。 
□ □ 

② 補助対象設備の概要(第１号様式別紙１)※申請する設備の該当ページ □ □ 

③ 

補助対象設備の設置等に係る経費の内訳が記載された契約書又は注文書

等の写し 
※補助対象設備の導入をリースで行う場合にあっては、リース契約書の写し 

※補助対象設備設置が設置された建売住宅等を取得する方は、売買契約書の写し等 

※契約書または注文書に工期が記載されていない場合、工程表または工期が記載された

書類を添付すること。 

□ 

 
(工程表) 

□ 

□ 

 
(工程表) 

□ 

④ 補助対象設備の技術仕様が確認できるカタログ又は仕様書等の写し □ □ 

⑤ 
補助対象設備の設置予定図面(平面図・立面図) 

※対象設備の設置場所を記載し、「設置予定」とわかるように記載すること。 

※窓の断熱改修は、「別紙（平面図・立面図の提出方法）」を参照ください） 

□ □ 

⑥ 

補助対象設備等の設置工事着工前の現況写真   

 

ア 「窓の断熱改修以外」の補助対象設備等 
（家庭用燃料電池システム、定置用リチウムイオン蓄電システム、Ｖ２Ｈ充放電設備） 

※住宅全体、設備本体の設置予定場所 
□ □ 

イ 「窓の断熱改修」 ※「別紙（写真の撮影方法）」を参照ください。 

※改修する窓がわかるよう住宅全体、改修する窓すべての着工前写真 
□ □ 

⑦ 

市税の滞納がないことを明らかにする書類 
（市民税、固定資産税及び都市計画税、軽自動車税、国民健康保険税） 
※交付申請書の市税等の納付状況について、市が公簿等により確認することに同意する

署名をいただいた場合は、提出を省略できます。 

※リース事業者の場合も対象になります。（法人市民税・固定資産税） 

□ □ 

⑧ 住宅の所在地がわかる地図 □ □ 

⑨ 

補助対象設備ごとに必要な書類   

 

ア 家庭用燃料電池システム（エネファーム） 

一般社団法人燃料電池普及促進協会の指定を受けている機器で、停電時自立運転機

能を有することが確認できる書類（団体ホームページの機器がわかる画面の写しなど） 

□ □ 

イ 定置用リチウムイオン蓄電システム 

一般社団法人環境共創イニシアチブにより登録されていることが確認できる書類

（団体ホームページの機器がわかる画面の写しなど） 

□ □ 

ウ Ｖ２Ｈ充放電設備 
電気自動車又はプラグインハイブリッド自動車と住宅の間で相互に電気を供給でき

る設備のうち、一般社団法人次世代自動車振興センターにより補助対象とされている

ことが確認できる書類（団体ホームページの機器がわかる画面の写しなど） 

※ 電気自動車又はプラグインハイブリッド自動車が既に導入されている場合は、自

動車検査証記録事項の写し 

□ 

 
(車検証) 

□ 

□ 

 
(車検証) 

□ 

 



                           

⑨ 

補助対象整備ごとに必要な書類   

エ 窓の断熱改修   

 

・住宅の建築工事が完了していることを確認できる次のいずれかの書類 

□ 住宅の全景写真(建築工事が完了していることが確認できるもの〔足場が撤去さ

れていること。〕) 

 □ 固定資産税課税台帳記載事項証明書(家屋)の写し 

□ 固定資産税、都市計画税の納税通知書の写し 

□ 検査済証又は建築台帳記載事項証明書の写し(交付年月日が工事着工前の日付で

あるもの) 

□ □ 

・一般社団法人環境共創イニシアチブ又は公益財団法人北海道環境財団により登録さ

れていることが確認できる書類（団体ホームページの製品がわかる画面の写しなど） 
□ □ 

・マンション管理組合の場合、現在の代表者が選定されたことを証する書類 

□ 総会の議事録等の写し及び代表者の本人確認書類として免許証、健康保険証、住

民票等いずれかの写し(※補助事業を実施する者が、法人格を持たないマンション管

理組合の場合である場合に限り必要) 

□ □ 

・補助事業を実施する者が、マンション管理組合である場合、マンション等であるこ

とを証するいずれかの書類の写し 

□ 建築確認通知書  □ 建築基準法第６条の規定による確認済証 

□ 賃貸契約書等で、マンション等であることが明記されている書類 

□ □ 

⑩ 
貸与料金の算定根拠明細書(様式第１号別紙２) 

※補助対象設備の導入をリースで行う場合のみ 
□ □ 

⑪ 

登記事項証明書の写し（法人のみ） 

※リース事業者、マンション管理組合の現在事項全部証明書の写し又は履歴事項全部証明

書の写し 

□ □ 

⑫ 
国の補助金に係る「交付確定通知書」、「交付決定通知」又は「交付申請書」の

写し（※国の補助金を受ける場合のみ、※画面コピーでも可） 
□ □ 

⑬ その他（             ） □ □ 

＜参考＞ 

【一般社団法人燃料電池普及協会ＨＰ（エネファームの機器登録リスト）】 

http://fca-enefarm.org/registration_list.html 

【一般社団法人環境共創イニシアチブＨＰ（蓄電システム登録済製品一覧）】 

https://sii.or.jp/zeh/battery/search 

【一般社団法人環境共創イニシアチブＨＰ（窓の断熱改修補助対象製品一覧）】 

https://jutaku-shoene2023.mlit.go.jp/manufacturer/search/ 

 ※カテゴリ「ガラス」、「外窓」又は「内窓」 

【公益財団法人北海道環境財団ＨＰ（窓の断熱改修補助対象製品一覧）】 

 https://ekes.jp 

  ※カテゴリ「窓（居間だけ断熱）」、「窓」又は「ガラス」 

【一般財団法人ベターリビングＨＰ(太陽熱利用システム対象製品一覧・ＢＬ認定登録型式リスト）】  

 https://www.cbl.or.jp/bldb/index.html 


